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「高校生のための学びの基礎診断」実施方針（案） 

 

【実施方針の公表に当たって】 

「高等学校基礎学力テスト（仮称）」については， 

・高大接続システム改革会議最終報告（平成２８年３月）（以下「最終報告」） 

・高等学校基礎学力テスト（仮称）検討・準備グループの論点整理（平成２９年３

月）（以下「論点整理」） 

・「試行調査」の成果（平成２９年１月～３月実施） 

等を踏まえ，名称を「高校生のための学びの基礎診断」とし，以下に掲げる方針で実

施に向けた準備を進める。 

 

１．基本的な考え方 

  高等学校教育の質の確保・向上のため，高校生の基礎学力の定着に向けたＰＤＣＡ

サイクル構築に向けた施策として，文部科学省において一定の要件に即して民間の試

験等を認定するスキームを創設し，基礎学力の定着度合いについて公的な質保証がな

された多様な測定ツールの開発を促し，高等学校における活用を通じて，指導の工夫・

充実，ＰＤＣＡサイクルの取組を促進することとする。 

 

２．「高校生のための学びの基礎診断」の概要 

（１）趣旨・目的 

 「義務教育段階の学習内容を含めた高校生に求められる基礎学力の確実な習得」

と「それによる高校生の学習意欲の喚起」を図るため，高等学校における多様な学

習成果を測定するツールの一つとして活用できるよう，文部科学省において一定の

要件を示し，それに即して民間の試験等を認定する仕組みを創設する。 

高等学校における多様な学習活動を念頭に，民間事業者等から高等学校の実態に

応じて選択可能な多様な測定ツールが開発・提供され，その利活用が促進されるこ

とを目指す。 

 

（２）活用 

  各高等学校又は設置者は，それぞれの判断により，当該校の教育目標や生徒の実
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態等を踏まえて適切な測定ツールを選択して活用するものとする。なお，各高等学

校又は設置者の判断により，多面的な評価の推進の観点から，認定された測定ツー

ル以外のものを活用することを妨げるものではない。 

 

（３）認定の枠組 

①基準の設定及び審査方法の設計方針 

基準の設定及び審査方法については，学校での利用しやすさの観点からの実施方

法，学習指導要領との対応等の出題内容等，高等学校での利活用を念頭においた測

定ツールとしての共通要件を確保しつつ，高等学校の多様なニーズを踏まえた民間

の創意工夫が生かされるように設計する。 

＜基準・条件等の設定の考え方の概略＞ 

◆実施方法 

・学校での実施等，学校の実情に応じて利活用できる実施方法であること。 

・学校にとって過度に負荷がかからず，安定的・継続的に実施できる方法であ

ること。 

◆出題内容・解答方式 

・学習指導要領への対応等，制度の趣旨・目的に合致する出題であること。 

◆結果表示・提供 

・受検者の学習成果や課題について確認できる結果提供であること。 

   等 

＜基準や審査方法の検討に際しての主な論点の例＞ 

・共通的に確保すべき基準と民間の創意工夫を生かしていく部分のバランス 

・事前チェックと事後チェックのバランス 

・質の確保と実施コスト（受検料負担）のバランス 

・情報公開の在り方 

等 

②実施内容に関する取扱い 

対象教科・科目や問題内容，解答方式，結果提供（表示），ＣＢＴの活用，実施回

数・時期・場所，結果活用の在り方，受検料等の実施内容に関する取扱いについて

は，上記①の設計方針に基づき，「最終報告」や「論点整理」を基本として，関係者

の意見や専門家の検討を踏まえ策定する。 
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＜「最終報告」及び「論点整理」において示された実施内容の概略＞ 

・円滑に導入する観点から，国数英で共通必履修科目を上限として開始。義務

教育段階の内容を一部含める。 

・知識・技能を問う問題を中心に，思考力・判断力・表現力を問う問題をバラ

ンス良く出題。難易度の異なる複数レベルの問題のセット。 

・記述式の導入など多様な解答方式を採用。英語は４技能の測定を前提に検討。 

・段階表示で結果を提供。指導の工夫・充実に資する情報提供。 

・当面ＣＢＴは必須とはしない。検討・研究を継続。 

・回数・時期，対象学年は学校が選択し，会場は学校実施を基本。 

・受検料はできるだけ低廉な価格で。 

 等 

③手続等 

試験等を実施する民間事業者等からの申請に基づき，申請内容や申請対象となる

試験等について確認を行い，基準に適合するものについて，「高校生のための学びの

基礎診断」の一つとして認定する。 

＜具体的な手続の概略＞ 

申請：試験等を実施する民間事業者等が，当該試験等について国が示す基準等に

適合していることを示す書類等を申請書とともに提出する。 

審査：国において，申請が形式要件を満たしているか，申請内容と審査対象とな

る試験等の内容に齟齬がないか等について確認する。申請内容の適格性を

審査事項とし，例えば，問題一つ一つの突合審査等は行わない。 

認定：確認の結果，申請内容に不備や事実と異なる点が見られなければ，当該試

験等を「高校生のための学びの基礎診断」の測定ツールの一つとして認定

し，文部科学省において認定ツール一覧に加えて公表する。（準則主義を採

用） 

点検：認定ツールの実施者に対し，毎年度事業概要の報告（実施校数，全体傾向，

サンプル問題等）を求める。 

取消：認定要件を満たさなくなった場合，申請内容に虚偽が見つかった場合等に

は，認定の取消しを行う。（事後チェックと認定取消の関係については要検

討。） 
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（４）準備スケジュール 

   引き続き，平成２９年度に実施する試行調査の結果や高校・教育委員会等の関係

者，民間事業者等の意見を考慮しつつ，「高校生のための学びの基礎診断」検討ワ

ーキング・グループにおいて専門的な検討を加え，同年度中を目途に認定の基準等

を策定し，平成３０年度中に認定制度の運用を開始することを目指す。 

 

（５）その他 

   運用開始から３年経過後を目途に，実施状況について検証を行い，その結果に基

づき，次期学習指導要領への対応等の必要な措置を講じることとする。 

   なお，「高校生のための学びの基礎診断」の結果の副次的な利用については，認

定制度の着実な定着を図りながら，「最終報告」を踏まえ，高校生の学習意欲や進

路実現への影響等に関するメリット及びデメリットを十分に吟味しながら，高等学

校や大学等，企業をはじめとする関係者の意見も踏まえ，更に検討を行うこととす

る。 

 

３．調査研究の推進 

  文部科学省においては，「高校生のための学びの基礎診断」の充実や高等学校にお

ける基礎学力定着の取組の充実に向けた調査研究を継続的に推進することとする。 
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「高校生のための学びの基礎診断（仮称）」に係る意見等について 

 

平成 29年 7月 

 

１．パブリックコメント等の概要 

（１）パブリックコメントの実施 

平成 29年 5月 16日（火）～6月 14日（水） 

提出件数：191件、意見数：延べ 282件 

 

（２）高校教育関係者・民間事業者との意見交換等 

平成 29年 5月 30日（火）民間事業者等説明会 

6月 2日（金）～19日（月）各校長会との意見交換を順次実施 

6月 9日（金）教育委員会担当者説明会 

 

２．主な意見 

【趣旨・目的に対する意見】 

・学力等が多様な高校生への配慮、大学入試に直結しない体制という面で評価でき

る。 

・多様な測定ツールが充実すれば、各学校の課題に応じた測定ツールの選択が可能

となる。  

・現在各高校で行われている定期考査などの活用で十分である。 

・既に民間事業者の試験等が学校の実態に応じて活用されている中で、わざわざ実

施する必要はない。 

・文部科学省は外部試験を認定するだけでなく、「高校生のための学びの基礎診断

（仮称）」の構想が正しく実践されるよう、それぞれの学校に対して何のための診

断なのか、診断結果を受けてどのように改善を図ったのか等、テストを受けて放

置されることがないよう、正しく実践した学校を「評価」あるいは「表彰」する

といった仕組みを検討し、早い段階で全体像を示してはどうか。 

・「高校生のための学びの基礎診断（仮称）」そのものではなく、その診断に対する

学校側の姿勢や教員の取組姿勢の方が影響が大きいのではないか。 

・各高校の教育課程が画一化され、授業内容がテスト中心となる懸念がある。 

・全国学力・学習状況調査が引き起こしている競争主義・成績主義が高校にも広が

り、高校間の格差をさらに拡大させることを懸念する。 



【運用に対する意見】 

○情報の取扱い 

・どの測定ツールをどこの高校が活用しているかという情報が公開されると、特定

のツールを使わなければならないという圧力がかけられ、もしくはかかると意識さ

れ、学校が委縮したり、困惑してしまい、教育活動に悪影響を及ぼす可能性がある。 

・各高校の平均点がどれくらいかという情報は公開しないでほしい。 

 

○結果の活用 

・結果が大学入試や就職に活用されることについて懸念がある。 

・インセンティブの観点から，結果を大学入試や就職に活用できた方がよいのでは

ないか。 

・高校内部評価への利用の可能性は残しておいてよいのではないか。 

 

○受検料 

・受検料に関しては、国費による支出を望む。やむなく生徒が負担する場合は可能

な限り低額での設定を希望する。 

・受検料負担を生徒に求めることについては、保護者や生徒への説明が難しい。 

 

【認定の枠組みに対する意見】 

・一定の水準にあると公的に認定を受けた診断ツールとして、広く世間に認識して

もらえることは民間事業者にとってメリットである。 

・どれくらいの高校が認定された測定ツールを活用するか未知数。開発にかかるコ

ストに見合う受検者が確保できない危険性が払しょくできないと、より良いプログ

ラムの開発は難しいのではないか。 

・様々な民間団体が多様な測定ツールを開発しても、測定ツール間の競争・競合が

起こり、実際に残るのは一部の大手になるのではないか。 

 

【その他】 

・受検者のメリットやその活用方法、費用負担の問題なども含め、慎重に検討する

とともに、明確な計画を策定し、速やかに公表していただきたい。 

・実施内容・運営方法については、制度開始後も連続性を確保しつつ、硬直化を抑

止するために継続的に見直す必要がある。 


